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事件数の推移（生活環境調査）
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事件数の推移（生活環境調整）

保護局調べ
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事件数の推移（精神保健観察）
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主な取組（被害者等に対する情報提供）



２（７）地域住民等への配慮

個別の事情に応じ、一定の範囲で地域住民に情報を提供す

ることで、対象者の社会復帰が促進されると見込まれる場

合には、対象者の個人情報については厳に慎重に取り扱わ

なければならないことに留意しつつ、対象者の同意に基づ

き、地域住民に提供可能な情報の範囲を定めるものとする。

被害者等についても、必要に応じ、対象者の社会復帰を促

進する観点から、同様の配慮を行う。

地域処遇ガイドライン

主な取組（被害者等に対する情報提供）



主な取組（社会復帰調整官の研修体系等）
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